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分担研究報告書 

 

地域包括ケアシステム構築に向けた研究成果の実装のための、英国および日本の地方自治体との

情報共有 

－第 74回日本公衆衛生学会自由集会 地域包括ケアに向けたエビデンス作り 市町村でどう

作り、どう活用するか – 

 

研究代表者  田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野  教授 

研究協力者  植嶋大晃    筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野  研究員 

研究協力者  川村顕      筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野  研究員 

研究分担者  高橋秀人    福島県立医科大学医学部  教授 

 

本自由集会は、英国版「見える化」とも言える仕組みの実際を英国の担当者から学び、日

本での自治体の取り組みや大学との連携の可能性について情報を共有することで、市町村に

おける地域包括ケア推進の一助となることを目的とした。 

英国のケアの質評価の枠組み・指標であるASCOFおよびその測定ツールであるASCOT

の紹介と日本への導入の可能性についての発表の後、英国での担当者からASCOTの利用の実

際について、現地からのスカイプ参加による発表および質疑応答を行った。続いて、日本で

の取り組みとして、長崎県長崎市、福岡県筑前町の担当者からの地域の現状および課題に関

する発表、最期に研究者の立場からの取り組みが示された。 

質疑応答では地方自治体の担当者と研究者の間で活発な議論が行なわれた。本自由集会に

よって、我が国において両者が協働して地域包括ケアにおけるエビデンスを作り活用してい

く上で、内外の情報共有がさらに必要であることが認識され、貴重な一歩となった、。 
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 (各々のスライドは章末) 

 

Ａ．研究目的 

介護保険関連データによる「見える化」事

業により、市町村の政策根拠を把握するこ

とが可能となるが、データをどう解釈し、

政策に活用すればよいかについての知識は

未だ浸透していない。 

そこで本自由集会は、英国の「見える化」

と言える仕組みの実際を英国の担当者から

学び、日本での自治体の取り組みや大学と

の連携の可能性について情報を共有するこ

とで、市町村における地域包括ケア推進の

一助となることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

各発表は以下の通りである。 

1. アウトカム評価にもとづく地域包括ケ

アシステムの運営にむけて ―イギリス

ASCOF・ASCOTからの示唆― 
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森川美絵（国立保健医療科学院 医療・福

祉サービス研究部） 

ASCOFは英国の高齢者ケアの質評価の枠

組み・指標、ASCOTはその測定ツールで

あり、オープンアクセスであるため誰でも

閲覧可能である。日本に類似指標を導入す

る場合には、地域包括ケアシステムの目的

の明確化と数値的把握が必要である。 

2. ケアの質向上のための、データを用い

た英国地方自治体における取組み 

Jonathan Kilworth（Business 

Intelligence Partner at Harrow Council, 

London）※ Skypeにて英国より発表 

英国の地方自治体では、毎年公開される高

齢者社会保障データ（ASCOF）を統計学

などの高度専門家集団が分析し、その結果

を政策担当者が利用する、という全国デー

タ利用の仕組みが確立されている。各地方

自治体は ASCOFの評価が高い部分を互い

に学び、ケアの質を高め合っている。 

3. 長崎版地域包括ケアシステム構築に向

けた取り組み 

山口伸一（長崎市地域包括ケアシステム推

進室） 

長崎市は今後後期高齢者の割合が急増し、

それに伴い在宅医療の需要が増大すること

が予想されている。その対策として、「健

康づくり」、「生きがいづくり」を目的と

したプロジェクトを実施すると共に、地域

包括支援センターの設置を進めている。 

4. 筑前町包括ケアシステム構築に向けて 

～何から始める・どこから始める～ 

一木眞澄（筑前町役場健康課） 

筑前町では健康寿命の延伸のために、地区

の健康づくりの取り組み支援や、特定健診、

特定保健指導、栄養改善、運動習慣定着、

禁煙のための事業に加え、生活習慣病の重

症化予防の取り組みを行っている。地域包

括ケアシステム構築には、医療および介護

の必要量の推計および質の向上が必要であ

ると考えている。 

5. 地域包括ケアシステムに求められるエ

ビデンス 

谷原真一（福岡大学医学部衛生・公衆衛生

学教室） 

地域包括ケアシステム構築のためには、学

術論文に示されたエビデンスを吟味し、地

域格差を考慮に入れた検討が必要となる。

今後は、市町村の担当者と研究者が協働し、

我が国でのエビデンスを蓄積していく必要

がある。 

 

Ｃ．研究結果 

英国での取り組み、また日本の地域での取

り組みの双方を示した上で、質疑応答では

地方自治体の担当者と研究者が活発な議論

が行なわれた。日本の自治体の担当者から

は、「収集したデータをどのように分析し、

政策に活かせばよいか」といった質問が寄

せられた。 

 

Ｄ．考察 

英国では、全国データを専門家が分析し、

その結果を政策担当者が利用する、という

仕組みが確立されており、我が国における

地域包括ケアシステムの構築にあたり学ぶ

べき点は多い。実際、日本の地方自治体の

担当者からも、収集したデータをどのよう

に利用すればよいか分からない、という意

見があった。本自由集会で発表された英国

の仕組みと全く同じものを我が国に導入す

ることは困難であろうが、地域包括ケアに

おけるエビデンスを作り、活用していくた

めには、地域の現場で施策を実行する地方

自治体の担当者と、データの分析を専門と

する研究者が協働することが必須である。

そのような取り組みへの第一歩として、本

自由集会は意義のあるものであったと考え

られる。 

 

Ｅ．結論 

本自由集会は、地方自治体における地域包
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括ケア推進の一助となるべく、英国での取

り組み、また日本の地域での取り組みの双

方を示した上で、活発な議論を行った。地

域の担当者と研究者が協働して地域包括ケ

アを推進する上で、意義のある会であった

と考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 


